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埼玉県町村会の自治体クラウドについて



【埼玉県町村会 自治体クラウドプロフィール】
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１

利用者

利用団体数 18団体 合計約35万人

２ 属性 埼玉県町村会構成団体（団体）から参加表明した団体

３ 判断材料
共同化計画（基本：方針、実施：詳細ルール）
団体毎の費用削減期待値（費用シミュレーション資料）

４

対象

インフラ DC、広域NW、庁内SV、庁内CLI＋周辺機器

５ 業務システム 基幹系の29業務システム

６ ＢＰＯ 大量印刷のアウトソーシング

７ クラウド方式
○ ベンダクラウドへの相乗り（５，６ベンダのクラウドから
選択可能だった）
× 埼玉県町村会専用クラウド環境構築

８

期間

開始 H25.10から1年半の間に五月雨式に切替

９ 終了 H32年度末

１０ 切替状況 １８団体の全てが切替済 当初課税２回実施済

１１

契約

契約者 各団体と事業者で直接契約

１２ 支払方式 完全利用料(当初構築などの一時経費も平準化））

１３ 契約書類 協議会でひな形作成、SLA案も策定（運用はこれから）

１４
提供事業者

システム ㈱TKC NW ㈱KDDI

１５ 選定方法 公募型プロポーザル（システムは元ベンダは７社）



システム概要

ＴＫＣ社資料より 3

他県に設置

NWは別調達

前日末データを保持
照会と証明書発行が可能

ベストエフォート100M

帯域保障
50M・30M

ベンダクラウド
へ相乗り



⑤町

システム概要（前後）
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データセンター プリントセ
ンター

①町

ｻｰﾊﾞ郡

C D E F

・・・・
A社（A県）ｸﾞﾙｰﾌﾟ G社

⑱町
ｻｰﾊﾞ

・・・・ ⑬町

データセンター プリントセ
ンター

⑥町

ｻｰﾊﾞ郡

B社（B県）ｸﾞﾙｰﾌﾟ

大型PRT
ｻｰﾊﾞ
自庁設置

ｸﾗｳﾄﾞ ｸﾗｳﾄﾞ

帳票 帳票

帳票
ｸﾗｳﾄﾞ

・・・・

データセンター プリントセ
ンター

①町 ・・・・ ⑱町⑭～⑰⑬町

データセンター プリントセ
ンター

⑥町

ｻｰﾊﾞ郡

ｸﾗｳﾄﾞ

帳票

・・・・

ｸﾗｳﾄﾞ ｸﾗｳﾄﾞｸﾗｳﾄﾞ

⑤町

ｸﾗｳﾄﾞｸﾗｳﾄﾞ

①～⑱全て

⑭～⑰

片寄せ 片寄せ

公募調達の上、
結果的に
Ｂ社クラウドへ統合

統合

前

後
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始めた理由、目的

と

達成度合い



共同調達 18団体６０億円規模

埼玉県町村情報システム
共同化推進協議会
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１．情報担当の負担軽減

知見、経験不足

２．費用削減

法改正や新制度対応の調整工数多大 団体交渉、「協議会で決定」を理由に

１８人の知見、経験を結集、ｺﾝｻﾙ投入

ボリュームディスカウント

目的と期待値

自治体クラウド運営の検討・運用組織を設立

発注単位・量の拡大

住民サービスの向上

ＢＣＰ

ヒト

モノ

カネ

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ、強靭化



共同調達 18団体60億円規模

埼玉県町村情報システム
共同化推進協議会
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１．情報担当の負担軽減

知見、経験不足

２．費用削減

法改正や新制度対応の調整工数多大 団体交渉、「協議会で決定」を理由に

18人の知見、経験を結集、ｺﾝｻﾙ投入

ボリュームディスカウント

実際の効果(H28.11時点）

協議会設立し、情報担当の集う場所ができた
・情報交換の場として活用。（月に１回顔を合わせる）
・共同対応の協議や法改正への団体交渉を実施。→決定事項は各団体にとって
強制力がある。

18団体の共同調達を行い、システム経費として55％削減された。共同化経費（事務局経
費、移行データ抽出費用等）を加えると44.6%の削減効果。

定性的メリット

定量的メリット



費用削減効果（事業者決定時点の理論値）

【調達時の削減効果数値】

【注意点】
○上記調達額には、以下が含まれない。

・リース解約金、個別各団体インフラ整備費用、共通的委託費以外の委託費、個別カスタマイズ など

○１８団体全体での削減率である。
※再按分は実施せず。（不要）

№ 内容 金額（税別 単位：円）

１ 現行経費（5年間） 6,013,262,000
２ 共同化経費 3,334,372,400

【内訳】

調達額（5年間） 2,700,000,000

事務局経費＋データ移行費
＋広域NW費用（5年間） 634,272,400

３ 削減額（№1-№2) 2,678,889,600

４ 削減率（№3/№1) 44.6%
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費用削減効果（法改正の団体交渉）

Ｈ２７年度

・全法制度改正への対応は基準額内

・団体交渉の実績

18,107,280円の削減実績

H28年度
・全法制度改正への対応は基準額内

・団体交渉の実績

8,000,000円程度の削減実績
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どう進めたのか？
組織体制

スケジュール

合意形成



埼玉県町村情報システム
共同化推進協議会

運営組織（協議会）について
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１８団体

伊奈町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町
ときがわ町
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町
東秩父村
美里町
上里町
寄居町
宮代町

理事会

プロジェクト推進責任者会議

システム責任者会議

町長×１８人

課長×１８人

システム担当
×１８人

検
討

決
定

承
認

埼玉県町村会
情報システム共同化推進室

事務局支援
（移行完了まで）

コンサル会社

協議会運営

合意



約１年半 約1年 約1.5年

スケジュール概要
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共同化
検討

システム準
備

システム切替
（１８団体）

調
達
事
業
者
決
定

共
同
化
実
施
計
画

参
加
表
明

協
議
会

要件定義
運用設計
カスタマイズ
データ移行
操作研修

課題検討
費用按分
業務範囲
推進組織
期間
参加団体
ＲＦＩ
ＲＦＰ準備

協
定
書

方
式
決
定

参
加
団
体
決
定

A町

B町

R町

契
約
書
ひ
な
形

18団体から

18団体へ

1
8
団
体

23団体へ

五月雨式に稼働

契
約
契
約

契
約

各団体と事業者
で契約

研
究
会

共
同
化
基
本
計
画

23団体へ

協
議
会
発
足
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所感など



所感（2016.11時点）
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【苦労した点】
ü 一番苦労したのは費用按分と業務範囲と参加判断
ü 旧システムデータの内容不備（入力不備）のリカバリ
ü 法改正対応の費用交渉
ü 構成団体から情報は洩れる
ü 団体のガバナンス程度によって、求める事業者が違う

【よくある質問１：要件定義が大変だったのでは？】
ü 要件定義は思ったよりもスムースに進んだ
○ベンダパッケージに運用を合わせる前提（協定書）
○ベンダパッケージは１業務に複数の選択肢がある。
パラメタ、制御情報などで自分たちの運用に近いものを選ぶ

→完全な業務統一、運用統一は不要
○ベンダSEが手練れ。業務運用に詳しい → 指導が上手い
○PKGに運用を合わせる風土。（IT以外に町村では多い）
○共同化システム運用中の団体からの助言



特徴的な取り組み

【調達】

○ 月額利用料方式（当初の導入委託費用含む）

○ サポートを重視

→ベンダ変更となる団体への切替時フォロー担当駐在

【構築】

○ 統一カスタマイズは３件

個別団体カスタマイズは１８団体で２３件

無償レベルアップは６９件

○ 個別構築に関する構築支援コンサルを導入
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ご清聴ありがとうございました。
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